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(57)【要約】
【課題】低コスト、かつ、光の利用効率を向上させるこ
とが可能な画像表示装置を提供すること。
【解決手段】レーザ光を射出するレーザ光源１１と、該
レーザ光源１１から射出されたレーザ光を集光させ、中
間像を形成する集光光学系１２と、該集光光学系１２か
ら射出された光を走査する走査手段２０と、中間像が形
成され、入射したレーザ光の拡がり角よりも大きな拡が
り角で射出させる角度変換手段１４と、該角度変換手段
１４から射出されたレーザ光を被投射面４０に向けて投
射する投射手段１５とを備えることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザ光を射出するレーザ光源と、
　該レーザ光源から射出されたレーザ光を集光させる集光光学系と、
　該集光光学系から射出された光を走査し、中間像を形成する走査手段と、
　前記中間像が形成され、入射したレーザ光の拡がり角よりも大きな拡がり角で射出させ
る角度変換手段と、
　該角度変換手段から射出されたレーザ光を被投射面に向けて投射する投射手段とを備え
、
　前記集光光学系は、前記レーザ光を前記角度変換手段へ集光させることを特徴とする画
像表示装置。
【請求項２】
　前記角度変換手段が、入射するレーザ光の中心軸に対して垂直な方向に移動することを
特徴とする請求項１に記載の画像表示装置。
【請求項３】
　前記角度変換手段から射出されるレーザ光が、当該レーザ光を前記投射手段の光軸に向
かうように偏向する偏向手段を備えることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の
画像表示装置。
【請求項４】
　前記偏向手段が、当該偏向手段の光軸から離れた位置に入射したレーザ光ほど前記投射
手段の光軸に向かうように偏向させることを特徴とする請求項３に記載の画像表示装置。
【請求項５】
　前記偏向手段が、前記走査手段と前記角度変換手段との間に配置されていることを特徴
とする請求項３または請求項４に記載の画像表示装置。
【請求項６】
　前記偏向手段が、レンズ系であることを特徴とする請求項３から請求項５のいずれか１
項に記載の画像表示装置。
【請求項７】
　前記偏向手段は、前記角度変換手段から射出され前記投射手段を照射するレーザ光の照
射領域の大きさが前記投射手段の開口と略同じ大きさとなるように配置されていることを
特徴とする請求項３から請求項６のいずれか１項に記載の画像表示装置。
【請求項８】
　前記角度変換手段が、前記偏向手段と一体化された構成であることを特徴とする請求項
３から請求項７のいずれか１項に記載の画像表示装置。
【請求項９】
　前記角度変換手段が、ホログラム素子であることを特徴とする請求項３から請求項８の
いずれか１項に記載の画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、プロジェクタの小型化の要求が益々高まるなか、半導体レーザの高出力化や青色
半導体レーザの登場に伴い、レーザ光源を使ったプロジェクタが開発されている。この種
のプロジェクタは、光源の波長域が狭いために色再現範囲を十分に広くすることが可能で
あり、小型化や構成部材の削減も可能であることから、次世代の表示デバイスとして大き
な可能性を秘めている。
　しかしながら、レーザ光源を用いたプロジェクタにおいて、画像光による表示を行う際
、スクリーン等の散乱体で光の干渉が生じることによって明点と暗点とが縞模様あるいは
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斑模様に分布する、いわゆる「シンチレーション（あるいは「スペックル」とも言う）」
と呼ばれる現象が発生する場合がある。
【０００３】
　シンチレーションは、観察者に対してぎらつき感を与え、画像鑑賞時に不快感を与える
などの悪影響を及ぼす原因となる。特にレーザ光は干渉性が高い光であることから、シン
チレーションが発生しやすい。ところが、ランプ光源の場合でも近年は短アーク化によっ
て干渉性が高くなっており、シンチレーションを除去する技術が重要である。そこで、ス
ペックルノイズを低減する技術が提案されている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００４】
　特許文献１に記載の画像表示システムでは、光源、コリメータレンズ、走査手段、第１
の光学系、光拡散角変換素子、第２の光学系が順に配置されている。この構成では、コリ
メータレンズにより平行化され、走査手段によって走査された光源からの光を第１光学系
により集光し中間像が形成される。この中間像は光拡散角変換素子上に形成され、光拡散
角変換素子によって、入射する入射角より大きな射出角で射出される。そして、光拡散角
変換素子により拡散された光は、第２の光学系によりスクリーンに投影される。このよう
に、光拡散角変換素子により光を振動させることにより、スペックルパターンの時間的変
化が人間の眼において積分され、スペックルノイズを低減することが可能となる。
【特許文献１】特開２００６－５３４９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の画像表示システムでは、コリメータレンズと第
１光学系との位置合わせに、高い配置精度が必要である。これにより、従来の画像表示シ
ステムでは、組み立てが煩雑になり、コストが高くなってしまう。また、中間像を形成し
、中間像を拡散する場合、スクリーンに直接画像を描画する場合に比べて、光源から射出
された光の利用効率が著しく損なわれる。
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであって、低コスト、かつ、光の
利用効率を向上させることが可能な画像表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、本発明は、以下の手段を提供する。
　本発明の画像表示装置は、レーザ光を射出するレーザ光源と、該レーザ光源から射出さ
れたレーザ光を集光させる集光光学系と、該集光光学系から射出された光を走査し、中間
像を形成する走査手段と、前記中間像が形成され、入射したレーザ光の拡がり角よりも大
きな拡がり角で射出させる角度変換手段と、該角度変換手段から射出されたレーザ光を被
投射面に向けて投射する投射手段とを備え、前記集光光学系は、前記レーザ光を前記角度
変換手段へ集光させることを特徴とする。
【０００７】
　本発明に係る画像表示装置では、レーザ光源から射出されたレーザ光は、集光光学系に
より角度変換手段へ集光される。このとき、集光光学系から射出されたレーザ光は走査手
段により走査され中間像が角度変換手段に形成される。そして、角度変換手段に形成され
た中間像のレーザ光は、角度変換手段により、当該角度変換手段に入射したレーザ光の拡
がり角よりも大きな拡がり角で射出される。角度変換手段において射出された中間像のレ
ーザ光は、投射手段により被投射面に向けて投射される。
【０００８】
　すなわち、従来のように、走査手段と角度変換手段との間に設けられた光学系により中
間像を形成するのではなく、本発明では、集光光学系により中間像を形成するため、走査
手段に走査されるレーザ光の光量の損失を抑えることができる。したがって、走査手段に
より走査されるレーザ光の光利用効率を向上させることができる。これにより、レーザ光
源から射出されるレーザ光の出力強度を上げる必要がないため、低消費電力化を図ること
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が可能となる。
　また、本発明は、従来のように、走査手段と角度変換手段との間に設けられた光学系に
より中間像を形成する構成ではないので、部品点数が少なくなり、低コスト化を図ること
が可能となる。また、本発明では、光学部材の数が少ないため、光学部材（集光光学系等
）の光軸合わせが容易となる。したがって、装置全体の組み立てが簡易になり、低コスト
化を図ることが可能となる。
　また、レーザ光源から射出されたレーザ光を、角度変換手段へ入射したレーザ光の拡が
り角よりも角度変換手段から射出されるレーザ光の拡がり角が大きくなるよう角度変換手
段で拡散させることにより、スペックルノイズの粒度をより小さくすることができる。こ
れにより、粒度の粗いスペックルパターンより、粒度の細かいスペックルパターンの方が
、パターンの平坦化がされ易いため、ぎらつき（シンチレーション、スペックル）の発生
が抑えられることになる。
【０００９】
　また、本発明の画像表示装置は、前記角度変換手段が、入射するレーザ光の中心軸に対
して垂直な方向に移動することが好ましい。
【００１０】
　本発明に係る画像表示装置では、角度変換手段が、入射するレーザ光の中心軸に対して
垂直な方向に移動する。これにより、角度変換手段から射出されるレーザ光は、時間的に
積分されるので、スペックルノイズを低減させることができる。また、角度変換手段が、
入射するレーザ光の中心軸に対して垂直な方向に移動するため、角度変換手段上の中間像
と、被投射面上の結像との共役な位置関係がずれるのを抑えることが可能となる。これに
より、画像ボケを起こすことなく被投射面に鮮明な画像を投射させることが可能となる。
【００１１】
　また、本発明の画像表示装置は、前記角度変換手段から射出されるレーザ光が、当該レ
ーザ光を前記投射手段の光軸に向かうように偏向する偏向手段を備えることが好ましい。
【００１２】
　本発明に係る画像表示装置では、偏向手段により、角度変換手段から射出されるレーザ
光が、当該レーザ光を投射手段の光軸に向かうように偏向する。これにより、投射手段に
入射しないレーザ光が発生するのを抑えることができる。すなわち、投射手段の開口の大
きさに合わせて、偏向手段により、投射手段に入射するレーザ光の照射領域を絞ることが
できる。したがって、投射手段に確実にレーザ光を入射させることができるため、光の利
用効率を向上させることが可能となる。
　また、投射手段に入射するレーザ光の照射領域を絞ることができるため、投射手段の開
口を大きくする必要がない。したがって、開口の大きい投射手段を用いる必要がないので
、装置全体の小型化を図ることが可能となる。
【００１３】
　また、本発明の画像表示装置は、前記偏向手段が、当該偏向手段の光軸から離れた位置
に入射したレーザ光ほど前記投射手段の光軸に向かうように偏向させることが好ましい。
【００１４】
　本発明に係る画像表示装置では、偏向手段により、偏向手段の光軸から離れた位置に入
射したレーザ光ほど投射手段の光軸に向かうように偏向される。これにより、角度変換手
段から射出されるレーザ光をより効率良く投射手段に取り込ませることが可能となる。
【００１５】
　また、本発明の画像表示装置は、前記偏向手段が、前記走査手段と前記角度変換手段と
の間に配置されていることが好ましい。
【００１６】
　ここで、偏向手段を角度変換手段の後段に配置する場合、角度変換手段により、レーザ
光の拡がり角よりも大きな拡がり角で射出されたレーザ光が、投射手段の光軸に向かうよ
うに偏向することになる。この構成では、角度変換手段により拡散されたレーザ光を取り
込むことが可能な大きさの偏向手段が必要になるため、装置が大きくなってしまう。そこ
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で、本発明に係る画像表示装置では、偏向手段が、走査手段と角度変換手段との間に配置
されているため、角度変換手段により拡散される前に、角度変換手段から射出されるレー
ザ光が偏向され投射手段の光軸に向かう。したがって、偏向手段を角度変換手段の後段に
配置した場合に比べて、偏向手段の大きさが小さくて済むため、装置全体の小型化を図る
ことが可能となる。
【００１７】
　また、本発明の画像表示装置は、前記偏向手段が、レンズ系であることが好ましい。
　本発明に係る画像表示装置では、角度変換手段により射出されるレーザ光の拡がり角が
大きくなる前にレンズ系により集光させる。したがって、レンズ系により確実に角度変換
手段から射出されるレーザ光が投射手段の光軸に向かうように偏向することが可能となる
。また、例えば、レンズ系を走査手段と角度変換手段との間に配置することにより、レン
ズ系の開口を大きくする必要がないため、装置の小型化を図ることが可能となる。
【００１８】
　また、本発明の画像表示装置は、前記偏向手段は、前記角度変換手段から射出され前記
投射手段を照射するレーザ光の照射領域の大きさが前記投射手段の開口と略同じ大きさと
なるように配置されていることが好ましい。
【００１９】
　本発明に係る画像表示装置では、偏向手段は、角度変換手段から射出され投射手段を照
射するレーザ光の照射領域の大きさが前記投射手段の開口と略同じ大きさとなるように配
置されている。これにより、投射手段に入射するレーザ光を無駄にすることがないので、
光の利用効率を向上させることが可能となる。また、投射手段の開口に合わせて、偏向手
段を配置することにより、投射手段を照射するレーザ光の照射領域の大きさを調整するこ
とができる。したがって、投射手段を大きくする必要がないため、装置全体の小型化を図
ることが可能となる。
【００２０】
　また、本発明の画像表示装置は、前記角度変換手段が、前記偏向手段と一体化された構
成であることが好ましい。
【００２１】
　本発明に係る画像表示装置では、角度変換手段が偏向手段と一体化された構成であるた
め、装置全体の小型化を図ることが可能となる。また、角度変換手段と偏向手段との間に
界面が生じないため、迷光の発生を抑えることが可能となる。
【００２２】
　また、本発明の画像表示装置は、前記角度変換手段が、ホログラム素子であることが好
ましい。
【００２３】
　本発明に係る画像表示装置では、角度変換手段がホログラム素子である。ホログラム素
子としては、例えば、ガラス基板に計算機で計算して人工的に作成した凹凸構造が形成さ
れた計算機合成ホログラム（ＣＧＨ ：Computer　Generated　Hologram、以下ＣＧＨと称
す。）を用いることができる。このＣＧＨは回折現象を利用して入射光の波面を変換する
波面変換素子である。特に位相変調型のＣＧＨは入射光波のエネルギをほとんど失うこと
なく波面変換が可能である。このように、ＣＧＨは均一な強度分布や単純な形状の強度分
布を発生させることができるので、画像表示装置に好適に用いることができる。さらに、
ＣＧＨは、回折格子の分割領域の自由な設定が可能であり、収差の問題が生じないので好
適である。
　また、角度変換手段が偏向手段と一体化された構成である場合は、角度変換手段と偏向
手段との両方の機能を有するホログラム素子を作製すれば良い。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、図面を参照して、本発明に係る画像表示装置の実施形態について説明する。なお
、以下の図面においては、各部材を認識可能な大きさとするために、各部材の縮尺を適宜
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変更している。
【００２５】
［第１実施形態］
　本実施形態に係る画像表示装置１は、図１に示すように、レーザ光源１１と、集光レン
ズ（集光光学系）１２と、ＭＥＭＳミラー（走査手段）２０と、光拡散板（角度変換手段
）１４と、投射レンズ（投射手段）１５とを備えている。この画像表示装置１は、レーザ
光源１１から射出されたレーザ光をＭＥＭＳミラー２０によりスクリーン（被投射面）４
０に向かって走査することで画像を表示する装置である。
【００２６】
　レーザ光源１１は、赤色のレーザ光を射出するシングルモードのレーザダイオードであ
る。
　集光レンズ１２は、レーザ光源１１から射出されたレーザ光を光拡散板１４に集光させ
るものである。すなわち、集光レンズ１２は、レーザ光源１１から射出されたレーザ光を
光拡散板１４の入射端面１４ａでビームウェストとなるように集光させる。また、本実施
形態では、集光レンズ１２として焦点深度の深いレンズを用いる。なお、中間像を形成す
る位置は、光拡散板１４の入射端面１４ａに限らず、入射端面１４ａ近傍であっても良い
。
【００２７】
　ＭＥＭＳミラー２０は、集光レンズ１２により射出されたレーザ光を走査して、光拡散
板１４の入射端面１４ａに中間像を形成するものである。このＭＥＭＳミラー２０は、図
２に示すように、ミラー部（垂直走査部）２１と、梁２２ａ，２２ｂと、第１基板（水平
走査部）２３と、梁２４ａ，２４ｂと、第２基板２５とを備えた共振型のミラーである。
　ミラー部２１は、ＭＥＭＳミラー２０の中央部に設けられており、入射したレーザ光を
スクリーン４０に反射させるものである。梁２２ａ，２２ｂは、ミラー部２１の両側に第
１の方向に沿って伸びて設けられている。本実施形態では、第１の方向はスクリーン４０
における水平方向（ｈ方向）である。
【００２８】
　また、第１基板２３は、ミラー部２１を囲む額縁状であり、梁２２ａ，２２ｂに接続さ
れている。梁２４ａ，２４ｂは、第１基板２３の両側に第１の方向に略直交する第２の方
向に沿って伸びて設けられている。本実施形態では、第２の方向はスクリーン４０におけ
る垂直方向（ｖ方向）である。
　また、第２基板２５は、第１基板２３を囲む額縁状であり、梁２４ａ，２４ｂに接続さ
れている。
　これらにより、ミラー部２１は第１基板２２に対し、梁２２ａ，２２ｂを振動軸として
、振動運動が可能となっており、第１基板２３は第２基板２５に対し、梁２４ａ，２４ｂ
を振動軸として、振動運動が可能となっている。したがって、ＭＥＭＳミラー２０は、ｘ
軸及びｙ軸の２軸振動が可能、すなわち、ミラー部２１によりレーザ光源１１から射出さ
れたレーザ光をスクリーン４０の垂直方向に走査し、第１基板２３によりレーザ光源１１
から射出されたレーザ光をスクリーン４０の水平方向に走査する。
【００２９】
　本実施形態では、図２に示すように、ＭＥＭＳミラー２０のミラー部２１の直径φが、
集光レンズ１２により集光されミラー部２１に入射するレーザ光のビーム径に比べて十分
に大きいため、集光レンズ１２と光拡散板１４との間にＭＥＭＳミラー２０を配置する場
合及び配置しない場合の集光レンズ１２からビームウェストの位置（光拡散板１４の入射
端面１４ａ）までの光路長は略同じである。
　また、ＭＥＭＳミラー２０は、ｘ軸及びｙ軸を中心に振動するため、入射した光を走査
する走査角が時間とともに変化する。これにより、走査角の違いによって、集光レンズ１
２から光拡散板１４までの光学的距離には若干差が生じる。しかしながら、集光レンズ１
２の焦点深度が比較的深いため、例え、走査角により光学的距離が異なっていたとしても
、光拡散板１４の入射端面１４ａに照射されるレーザ光のビーム径が異なることはほとん
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どない。
【００３０】
　ここで、集光レンズ１２について、図３を参照して説明する。なお、図３では、中間像
を形成するレーザ光（１画素）Ｌを光拡散板１４の入射端面１４ａに模式的に示している
。また、ここで言う「画素」とは、スクリーン４０に投射される画像を構成する最小単位
である１画素に対応した光拡散板１４上の照射領域である。
　まず、中間像のサイズを１インチとし、画面解像度を８００×６００とし、ミラー部２
１の直径φを４ｍｍとする。また、ＭＥＭＳミラー２０と光拡散板１４の入射端面１４ａ
（中間像）と間の光学的距離Ｄが７５ｍｍである。このとき、光拡散板１４の入射端面１
４ａにおける中間像を形成するレーザ光Ｌのビームのスポットサイズの最大径（Ｋｍａｘ
）／最小径（Ｋｍｉｎ）が、１．０６程度となる集光レンズ１２を用いる。
　なお、ミラー部２１の直径φを４ｍｍとし、光学的距離Ｄを７５ｍｍとしたが、これは
一例に過ぎない。
　このように、焦点深度が深い集光レンズ１２は、レーザ光源１１から射出されたレーザ
光の出力強度が高い焦点の領域を広い範囲に渡って維持することができる。
【００３１】
　光拡散板１４は、入射端面１４ａから入射する集光レンズ１２により形成された中間像
のレーザ光の拡がり角よりも大きな拡がり角で射出させるものである。具体的には、光拡
散板１４は、図１に示すように、入射端面１４ａに入射するレーザ光Ｌ１の拡がり角θ１
を拡大して、拡がり角θ２を有するレーザ光Ｌ２に変換して射出させる。
　また、光拡散板１４は、レーザ光源１１から射出されたレーザ光の中心軸Ｏに対して垂
直な方向に移動、すなわち、中心軸Ｏと同一の回転軸Ｐを中心に回転可能となっている。
さらに、光拡散板１４の回転速度としては６０Ｈｚ位程度であれば、スペックルノイズを
知覚することはほとんどない。なお、光拡散板１４の回転速度は、６０Ｈｚに限ることは
なく、人間が感知可能なフリッカの周波数よりも高い周波数、例えば、３０Ｈｚ以上に設
定しても良い。
【００３２】
　投射レンズ１５は、光拡散板１４により拡散されたレーザ光をスクリーン４０に向かっ
て投射するものである。また、光拡散板１４の入射端面１４ａとスクリーン４０の表面４
０ａとは共役関係にあり、投射レンズ１５により、光拡散板１４の入射端面１４ａに形成
された中間像がスクリーン４０の表面４０ａに画像となって投射される。
【００３３】
　次に、以上の構成からなる本実施形態の画像表示装置１を用いて、スクリーン４０に画
像を投射する方法について説明する。
　レーザ光源１１から射出されたレーザ光は、集光レンズ１２により集光され、ＭＥＭＳ
ミラー２０により水平方向及び垂直方向に走査される。そして、ＭＥＭＳミラー２０から
射出されたレーザ光は、光拡散板１４の入射端面１４ａに中間像として形成される。光拡
散板１４に入射したレーザ光は、当該レーザ光の拡がり角θ１よりも大きい拡がり角θ２
で射出される。その後、光拡散板１４から射出されたレーザ光は、投射レンズ１５により
スクリーン４０に投射される。
　このとき、光拡散板１４は、回転軸Ｐを中心に回転されているため、光拡散板１４から
射出されるレーザ光の散乱状態は時間的に変化する。これにより、光拡散板１４から射出
されるレーザ光のスペックルパターンは残像効果により積分されることで、シンチレーシ
ョンが抑えられたレーザ光となる。これにより、鮮明な画像がスクリーン４０に投射され
る。
【００３４】
　本実施形態に係る画像表示装置１では、レーザ光源１１から射出されたレーザ光を、光
拡散板１４へ入射したレーザ光の拡がり角θ１よりも光拡散板１４から射出されるレーザ
光の拡がり角θ２が大きくなるように光拡散板１４で拡散させることにより、スペックル
ノイズの粒度をより小さくすることができる。これにより、粒度の粗いスペックルパター
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ンより、粒度の細かいスペックルパターンの方が、パターンの平坦化がされ易いため、ス
クリーン４０に投射させる画像のレーザ光の干渉性が低下することになる。これにより、
ぎらつき（シンチレーション、スペックル）の発生が抑えられた鮮明な画像がスクリーン
４０に投射される。
【００３５】
　また、従来のように、ＭＥＭＳミラー２０と光拡散板１４との間に設けられた光学系に
より中間像を形成するのではなく、本実施形態では、集光レンズ１２により中間像を形成
するため、ＭＥＭＳミラー２０に走査されるレーザ光の光量の損失を抑えることができる
。したがって、ＭＥＭＳミラー２０により走査されるレーザ光の光利用効率を向上させる
ことができる。これにより、レーザ光源１１から射出されるレーザ光の出力強度を上げる
必要がないので、低消費電力化を図ることが可能となる。
　また、本発明は、従来のように、ＭＥＭＳミラー２０と光拡散板１４との間に設けられ
た光学系により中間像を形成する構成ではないので、部品点数が少なくなり、低コスト化
を図ることが可能となる。また、本実施形態では、集光レンズ１２等の光学部材の数が少
ないため、集光レンズ１２等の光軸合わせが容易となる。したがって、装置全体の組み立
てが簡易になり、低コスト化を図ることが可能となる。
　つまり、本実施形態の画像表示装置１は、低コスト、かつ、光の利用効率を向上させる
ことが可能となる。
【００３６】
　また、光拡散板１４を回転軸Ｐを中心に回転させているため、光拡散板１４から射出さ
れるレーザ光は、時間的に積分されるので、スペックルノイズを確実に低減させることが
できる。また、光拡散板１４の位置が中間像の結像位置（ビームウェストの位置）から外
れることを抑えることができる。これにより、画像ボケを起こすことなくスクリーン４０
に鮮明な画像を投射させることが可能となる。
【００３７】
　なお、本実施形態では、レーザ光源１１としては赤色のレーザ光を射出する単色の光源
を用いたが、レーザ光源１１として、赤色光源１０Ｒ、緑色光源１０Ｇ、青色光源１０Ｂ
の３色の光源を用いて、ダイクロイックプリズム（色光合成手段）５５により、赤色レー
ザ光、緑色レーザ光、青色レーザ光を合成する合成する画像表示装置５０であっても良い
。この画像表示装置５０は、図４に示すように、赤色レーザ光を射出する赤色光源１０Ｒ
と、緑色のレーザ光を射出する緑色光源１０Ｇと、青色光を射出する青色光源１０Ｂと、
ＡＯＭ（Acousto-Optic Modulator；音響光学素子）１１ａとを備えている。
　赤色光源１０Ｒは、中心波長が６３０ｎｍの赤色のレーザ光を射出する半導体レーザ（
ＬＤ）であり、青色光源１０Ｂは、中心波長が４３０ｎｍの青色のレーザ光を射出する半
導体レーザ（ＬＤ）である。緑色光源１０Ｇは、ＤＰＳＳ（Diode Pomping Solid State
）レーザによって構成され、図示しない波長変換素子により、中心波長が５４０ｎｍであ
る緑色のレーザ光に変換される。
【００３８】
　また、ＡＯＭ１１ａは、緑色光源１０Ｇとクロスダイクロイックプリズム５５との間に
設けられている。このＡＯＭ１１ａは、緑色光源１０Ｇから射出されたレーザ光が透過す
るように配置されている。また、ＡＯＭ１１ａは、高周波信号が入力されると、高周波信
号に応じた超音波が伝播し、内部を透過するレーザ光に音響光学効果が作用する。この音
響光学効果の作用により、回折が生じて入力された高周波信号に応じた光量（強度）のレ
ーザ光が、ＡＯＭ１１ａから回折光として射出されるようになっている。なお、各光源の
構成はこれに限るものではない。
　このように、赤色光源１０Ｒ、緑色光源１０Ｇ、青色光源１０Ｂを用いることにより、
スクリーン４０上にスペックルノイズが低減されたフルカラーの画像を表示することが可
能となる。
　なお、色光合成手段として、クロスダイクロイックプリズム５５を用いたが、これに限
るものではない。色光合成手段としては、例えば、ダイクロイックミラーをクロス配置と
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し色光を合成するもの、ダイクロイックミラーを平行に配置し色光を合成するものを用い
ることができる。
【００３９】
　また、走査手段として、水平走査及び垂直走査の２軸走査を行うＭＥＭＳミラー２０を
用いたが、水平走査を行う水平スキャナと、垂直走査を行う垂直スキャナとを別々に設け
ても良い。また、水平スキャナと垂直スキャナとを別々に設けた場合は、レーザ光源１１
側のスキャナと光拡散板１４との光学的距離Ｄを７５ｍｍとし、このスキャナの直径φを
４ｍｍとする。このときも上述した本実施形態と同様に、光拡散板１４の入射端面１４ａ
における中間像を形成するレーザ光Ｌのビームのスポットサイズの最大径（Ｋｍａｘ）／
最小径（Ｋｍｉｎ）が、１．０６程度となる集光レンズ１２を用いれば良い。
　また、光拡散板１４は、レーザ光源１１から射出されたレーザ光の中心軸Ｏを中心に回
転させたが、中心軸Ｏと平行な軸を中心に回転させれば良い。例えば、光拡散板１４の端
部（レーザ光が入射しない位置）を中心に回転させても良い。本実施形態では、レーザ光
が入射する位置に回転軸Ｐが存在するため、死点（動きが止まる点）が生じるおそれが生
じる。そこで、光拡散板１４の端部を回転軸Ｐとして回転させることにより、死点が生じ
ないため、スペックルノイズの発生を確実に抑えることが可能となる。
【００４０】
　さらに、光拡散板１４を回転させなくても良い。この構成では、回転機構を省くことが
できるため、部品点数を抑え、装置の低コスト化を図ることが可能となる。また、光拡散
板１４を回転させたが、レーザ光の中心軸Ｏに対して垂直な方向に揺動（移動）させても
良い。この構成では、光拡散板１４を回転させた場合と同様に、スペックルノイズをより
確実に低減させることができる。また、光拡散板１４の中間像と、スクリーン４０上の結
像との共役な位置関係がずれるのを抑えることが可能となる。これにより、画像ボケを起
こすことなくスクリーン４０に鮮明な画像を投射させることが可能となる。
【００４１】
［第２実施形態］
　次に、本発明に係る第２実施形態について、図５から図７を参照して説明する。なお、
以下に説明する各実施形態の図面において、上述した第１実施形態に係る画像表示装置１
と構成を共通とする箇所には同一符号を付けて、説明を省略することにする。
　本実施形態に係る画像表示装置６０では、集光レンズ系６１を備える点において第１実
施形態と異なる。その他の構成においては第１実施形態と同様である。
【００４２】
　集光レンズ系（偏向手段）６１は、図５に示すように、ＭＥＭＳミラー２０と光拡散板
１４との間に配置されている。この集光レンズ系６１は、光拡散板１４から射出される中
間像のレーザ光が、当該レーザ光を投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように偏向するも
のである。
　なお、図５では、集光レンズ系６１として、１枚のレンズを示したが、これに限らず、
２枚以上のレンズにより構成されていても良く、また、凸レンズに限らず凹レンズを組み
合わせた構成であっても良い。集光レンズ系６１を構成するレンズ形状及び開口の大きさ
は、入射するレーザ光や投射レンズ１５の形状等により適宜変更が可能である。
【００４３】
　また、集光レンズ系６１は、図６の拡大図に示すように、光拡散板１４から射出され投
射レンズ１５を照射するレーザ光の照射領域Ａ１の大きさが投射レンズ１５の開口Ａ２と
略同じ大きさとなるように、配置されている。このように、集光レンズ系６１を用いるこ
とにより、光拡散板１４から射出されるレーザ光の主光線の方向は保持されて拡散される
。このとき、光拡散板１４から射出されるレーザ光の強度分布は、図７に示すように、主
光線の光強度が最も大きくなっており、この光強度が強いレーザ光が投射レンズ１５の光
軸Ｏ１に向かって偏向される。特に、偏向手段として、光拡散板１４に入射するレーザ光
のうち、中心軸Ｏより離れた位置に入射したレーザ光ほど投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向
かうように偏向させる手段を用いることが好ましい。これにより、光拡散板１４において
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拡散されたレーザ光をより効率良く投射レンズ１５に取り込ませることが可能となる。
【００４４】
　本実施形態に係る画像表示装置６０では、第１実施形態の画像表示装置１と同様の効果
を得ることができる。さらに、本実施形態の画像表示装置６０では、集光レンズ系６１に
より、光拡散板１４から射出されるレーザ光は投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように
偏向されるため、光拡散板１４に入射しないレーザ光が発生するのを抑えることができる
。したがって、光利用効率の向上を図ることが可能となる。
　また、集光レンズ系６１が、ＭＥＭＳミラー２０と光拡散板１４との間に配置されてい
るため、光拡散板１４において拡散されるレーザ光は、光拡散板１４によって拡散される
前に、投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように偏向される。したがって、集光レンズ系
６１を光拡散板１４の後段に配置した場合に比べて、開口の大きさが小さい集光レンズ系
６１を用いることができる。したがって、装置全体の小型化を図ることが可能となる。
【００４５】
　さらに、偏向手段として集光レンズ系６１を用いているため、より確実に光拡散板１４
から射出されるレーザ光が投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように偏向することが可能
となる。
　また、投射レンズ１５を照射するレーザ光の照射領域Ａ１の大きさが、投射レンズ１５
の開口Ａ２と略同じ大きさとなるように、集光レンズ系６１が配置されているため、投射
レンズ１５に入射するレーザ光を無駄にすることがない。したがって、レーザ光の利用効
率を向上させることが可能となる。また、投射レンズ１５の開口Ａ２に合わせて、集光レ
ンズ系６１の配置を調整することにより、照射領域Ａ１の大きさを調整することができる
、したがって、開口Ａ２の大きな投射レンズ１５を用いる必要がないため、装置全体の小
型化を図ることが可能となる。
【００４６】
　なお、集光レンズ系６１を光拡散板１４の前段に配置したが、光拡散板１４の後段に配
置しても良い。すなわち、光拡散板１４から射出されたレーザ光が投射レンズ１５の光軸
Ｏ１に向かうように、集光レンズ系６１により、投射レンズ１５に入射するレーザ光を偏
向させても良い。
　また、偏向手段として集光レンズ系６１を用いたが、これに限らず、例えば、液晶素子
を用いて、投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように、投射レンズ１５に入射するレーザ
光を偏向させても良い。
【００４７】
［第３実施形態］
　次に、本発明に係る第３実施形態について、図８を参照して説明する。
　本実施形態に係る画像表示装置７０では、光拡散板７１の形状において第１実施形態と
異なる。その他の構成においては第２実施形態と同様である。
【００４８】
　光拡散板（角度変換手段）７１は、図８に示すように、射出されるレーザ光が当該レー
ザ光を投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように偏向する偏向手段が一体的に構成されて
いる。この光拡散板７１は、入射端面７１ａ側が凸形状であり、射出端面７１ｂが平面状
である。また、射出端面７１ｂは、ＭＥＭＳミラー２０から射出されたレーザ光を拡散さ
せる拡散面となっている。なお、拡散面としては、微粒子が分散された構成や凹凸構造を
有する回折素子であっても良い。また、光拡散板７１は回転させない。これにより、光拡
散板７１に入射したレーザ光は入射端面７１ａ側の凸形状により、射出されるレーザ光が
投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように偏向させる。そして、レーザ光は射出端面７１
ｂにおいて拡散されて投射レンズ１５に入射する。
【００４９】
　以上より、本実施形態に係る画像表示装置７０では、光拡散板１４が偏向手段と一体さ
れた構成であるため、装置全体の小型化を図ることが可能となる。
　また、光拡散板７１に代えて、ホログラム素子を用いても良い。すなわち、ホログラム
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素子は、第２実施形態で示した集光レンズ系６１のように、入射したレーザ光を偏向させ
る機能及び入射したレーザ光を拡散させて射出させる光拡散機能を有したものである。ホ
ログラム素子としては、例えば、ガラス基板に計算機で計算して人工的に作成した凹凸構
造が形成された計算機合成ホログラム（ＣＧＨ ：Computer　Generated　Hologram、以下
ＣＧＨと称す。）を用いることができる。このＣＧＨは回折現象を利用して入射光の波面
を変換する波面変換素子である。特に位相変調型のＣＧＨは入射光波のエネルギをほとん
ど失うことなく波面変換が可能である。このように、ＣＧＨは均一な強度分布や単純な形
状の強度分布を発生させることができるので、画像表示装置７０に好適に用いることがで
きる。さらに、ＣＧＨは、回折格子の分割領域の自由な設定が可能であり、収差の問題が
生じないので好適である。
　また、ホログラム素子が、光拡散板１４に入射するレーザ光のうち、中心軸Ｏより離れ
た位置に入射したレーザ光ほど投射レンズ１５の光軸Ｏ１に向かうように偏向させる機能
を有していても良い。この構成では、ホログラム素子から射出されるレーザ光はより効率
良く投射レンズ１５に取り込まれることになるため、レーザ光の利用効率を向上させるこ
とが可能となる。
【００５０】
　なお、光拡散板７１を第２実施形態と同様に回転させても良い。この構成では、よりス
ペックルパターンが時間的に積分させるため、より効率良くスペックルノイズを低減させ
ることが可能となる。
【００５１】
　なお、本発明の技術範囲は上記実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸
脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
　例えば、第１実施形態、第２実施形態の角度変換手段として、ホログラム素子を用いて
も良い。この構成の場合、ＭＥＭＳミラー２０から射出されたレーザ光の拡がり角θ２を
所望の値にし易くなる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明の第１実施形態に係る画像表示装置を示す平面図である。
【図２】図１の走査手段を示す断面図である。
【図３】図１の角度変換手段に照射されるレーザ光を模式的に示した平面図である。
【図４】本発明の第１実施形態に係る画像表示装置の変形例を示す平面図である。
【図５】本発明の第２実施形態に係る画像表示装置を示す平面図である。
【図６】図１の画像表示装置の一部の拡大図を示す平面図である。
【図７】図１の角度変換手段に入射及び射出される主光線を示す平面図である。
【図８】本発明の第３実施形態に係る画像表示装置を示す平面図である。
【符号の説明】
【００５３】
　１，５０，６０，７０…画像表示装置、１１…レーザ光源、１２…集光レンズ（集光光
学系）、２０…ＭＥＭＳミラー（走査手段）、１４，７１…光拡散板（角度変換手段）、
１５…投射レンズ（投射手段）、４０…スクリーン（被投射面）、６１…集光レンズ系（
偏向手段）



(12) JP 2009-162825 A 2009.7.23

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】 【図５】



(13) JP 2009-162825 A 2009.7.23

【図６】

【図７】

【図８】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

